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平成20年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について公表します。 

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は黒字のため「－（該当なし）」で表示しています。

※どの特別会計も黒字で資金不足額がないため「－（該当なし）」で表示しています。

２．資金不足比率 

１．健全化判断比率 

　　　　　 用  語  の  説  明
一般会計の赤字の程度を示し、財政運営の
深刻度を示す比率
すべての会計の赤字や黒字を合算し、町全
体としての財政運営の深刻度を示す比率
地方債償還金等を指標化し、資金繰りの危
険度を示す比率
地方債残高など将来支払う見込みの負担等
がどれだけあるかを指標化し、将来、財政
運営を圧迫する可能性が高いかどうかを示
す比率

　　 指　標 比　率

－

－

12.5%

97.2%

早期健全化基準

15.00%

20.00%

25.0%

350.0%

財政再生基準

20.00%

40.00%

35.0%

　「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」は、一般会
計及び全ての会計において実質収支額が黒字であるため
該当しませんが、引き続き財源の確保や経常経費の削減な
どに努めます。 
　「実質公債費比率」及び「将来負担比率」は、国が示して
いる基準を下回っており健全なものです。特に将来負担比率
が前年度に比べ２７．９ポイント減となっているのは、主に地方
債残高が減少し、基金残高が増加したためです。比率が悪
化しないよう今後とも緊急度、住民ニーズを的確に把握した
事業の選択により、起債に大きく頼ることのない財政運営に
努めます。 
　「資金不足比率」も、全ての会計において決算額が黒字
であるため、各会計の経営は良好な状態にあり、引き続き財
政基盤の強化を図ります。 
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特別会計の名称

財政評価について

　
平
成
８
年
11
月
18
日
に
池
田
温
泉
が
オ
ー
プ
ン
し
ま
し
て
、
平
成
21

年
11
月
18
日
に
は
13
周
年
を
迎
え
ま
す
。 

　
こ
れ
を
記
念
し
ま
し
て
、
平
成
21
年
11
月
15
日（
日
）に
、
池
田
温
泉

本
館
13
周
年
記
念
イ
ベ
ン
ト
を
池
田
温
泉
本
館
・
新
館
で
開
催
し
ま
す
。 

　
イ
ベ
ン
ト
で
は
、
池
田
温
泉
限
定
オ
リ
ジ
ナ
ル
マ
グ
カ
ッ
プ
や
梅
ゼ

リ
―
な
ど
の
記
念
品
が
も
ら
え
る
お
楽
し
み
抽
選
を
行
い
ま
す
。（
イ
ベ

ン
ト
対
象
者
は
、
券
売
機
で
の
当
日
入
浴
券
、
各
種
回
数
券
で
入
浴
さ

れ
る
お
客
様
で
す
） 

　
ま
た
、
イ
ベ
ン
ト
当
日
に
は
ぎ
ふ
清
流
国
体
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク

タ
―
の
ミ
ナ
モ
が
池
田
温
泉
に
や
っ
て
き
ま
す
！ 

　
皆
様
の
ご
来
館
心
よ
り
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。 

　
平
成
21
年
11
月
よ
り
、
宿
泊
者
入
浴
開
始
時
間
（
午
前
７
時
〜
）
変

更
に
伴
い
、
毎
週
日
曜
日
に
池
田
温
泉
新
館
に
て
朝
風
呂
サ
ー
ビ
ス
を

開
始
い
た
し
ま
す
。
（
入
浴
料
金
は
通
常
時
と
同
じ
に
な
り
ま
す
） 

　
朝
風
呂
は
毎
週
日
曜
日
の
午
前
8
時
か
ら
で
朝
風
呂
の
受
付
終
了
時

間
は
午
前
9
時
30
分
で
す
。
午
前
10
時
か
ら
は
通
常
と
お
り
の
営
業
に

な
り
ま
す
。 

　
毎
週
日
曜
日
は
池
田
温
泉
の
朝
風
呂
に
ゆ
っ
く
り
入
っ
て
、
素
敵
な

１
日
を
始
め
ま
せ
ん
か
？ 

　
詳
細
は
店
頭
又
は
フ
ロ
ン
ト
に
て
お
尋
ね
下
さ
い
。 

 

池
田
温
泉
新
館
　 

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率

北部簡易水道事業特別会計
南部簡易水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
公共下水道事業特別会計
温 泉 施 設 特 別 会 計
水 道 事 業 会 計

平成20年度財政健全化判断比率等  




